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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期
第３四半期
連結累計期間

第56期
第３四半期
連結累計期間

第55期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 20,908,475 19,875,474 29,052,134

経常利益 （千円） 877,534 804,101 1,296,558

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 597,787 549,030 791,229

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 603,356 554,117 788,118

純資産額 （千円） 9,698,637 10,217,273 9,883,357

総資産額 （千円） 21,758,356 21,188,450 22,334,277

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 67.87 62.33 89.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.6 48.2 44.3

 

回次
第55期
第３四半期
連結会計期間

第56期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 31.80 30.38

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

   　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、総体的に緩やかな回復基調にあるものの、アジア新興国経済

の減速等海外情勢の影響による下振れリスクとこれに伴う先行きの不透明感から実体としては厳しい状況となりま

した。加えて、非製造業を中心に人手不足を背景とした雇用所得環境は改善傾向にあるものの、個人消費は力強さ

を欠く状況であり個別的には景気の先行きは課題を残す状況で推移しました。

　当社グループの属する建設関連業界におきましては、国内経済の期待感に反して市場環境は企業収益の改善が停

滞する中、設備投資への力強さが欠けた状況で推移しました。また、新規需要が伸びず既存需要への集中度が増

し、価格競争が継続する等、市場環境の改善は不透明感を増す状況となりました。

　このような状況の中で、当社グループにおきましては、差別化戦略の１つとしている広域営業ネットワーク網を

活用した「早期の情報収集」、社員教育の強化による「現場の対応力の強化」等により積極的な物件受注活動を推

進してまいりました。

　一方、子会社の株式会社木村電気工業におきましては、企業グループ間の連携強化及び展示会への積極的な参加

により製品のアピールをする等、新商品の訴求、販路拡大に努めてまいりました。

　この結果、商品分類別売上高は、照明器具類4,030,176千円（前年同四半期比102.4％）、電線類5,549,654千円

（前年同四半期比85.3％）、配・分電盤類4,689,542千円（前年同四半期比96.0％）、家電品類3,685,509千円（前

年同四半期比96.3％）、その他の品目1,920,591千円（前年同四半期比109.6％）を計上し、売上高は19,875,474千

円（前年同四半期比95.1％）となりました。利益面におきましては、営業利益793,433千円（前年同四半期比

90.3％）、経常利益804,101千円（前年同四半期比91.6％）、親会社株主に帰属する四半期純利益549,030千円（前

年同四半期比91.8％）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。

(4）主要な設備

　当第３四半期連結累計期間において、平成28年９月に新設営業所用地として神戸市東灘区に土地を取得いたしま

した。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,328,000

計 35,328,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,832,000 8,832,000
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 8,832,000 8,832,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

－ 8,832,000 － 1,073,200 － 951,153

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    23,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,802,500 88,025 －

単元未満株式 普通株式     5,600 － －

発行済株式総数 8,832,000 － －

総株主の議決権 － 88,025 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中商事株式会社
東京都品川区南大井

3-2-2
23,900 － 23,900 0.27

計 － 23,900 － 23,900 0.27

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,057,143 1,295,734

受取手形及び売掛金 8,989,755 ※２ 7,671,081

商品及び製品 1,151,249 1,025,733

仕掛品 162 794

原材料及び貯蔵品 24,596 28,306

繰延税金資産 104,214 56,503

その他 117,398 105,292

貸倒引当金 △8,003 △6,815

流動資産合計 11,436,517 10,176,629

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,973,008 2,865,462

土地 6,903,804 7,109,641

その他（純額） 177,324 169,510

有形固定資産合計 10,054,136 10,144,613

無形固定資産   

借地権 183,254 183,254

その他 59,581 66,953

無形固定資産合計 242,835 250,207

投資その他の資産   

繰延税金資産 399,896 422,083

その他 ※１ 355,642 ※１ 347,606

貸倒引当金 △154,751 △152,690

投資その他の資産合計 600,787 616,999

固定資産合計 10,897,759 11,011,820

資産合計 22,334,277 21,188,450
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,320,629 ※２ 4,462,888

短期借入金 5,990,000 4,480,000

未払法人税等 311,637 103,299

賞与引当金 159,257 63,677

その他 380,939 504,366

流動負債合計 11,162,464 9,614,231

固定負債   

退職給付に係る負債 1,202,062 1,269,016

役員退職慰労引当金 43,392 48,319

その他 43,000 39,610

固定負債合計 1,288,455 1,356,945

負債合計 12,450,919 10,971,176

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,073,200 1,073,200

資本剰余金 951,153 951,153

利益剰余金 7,875,101 8,203,931

自己株式 △13,816 △13,816

株主資本合計 9,885,638 10,214,467

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 25,484 23,480

退職給付に係る調整累計額 △27,764 △20,674

その他の包括利益累計額合計 △2,280 2,806

純資産合計 9,883,357 10,217,273

負債純資産合計 22,334,277 21,188,450
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 20,908,475 19,875,474

売上原価 17,537,346 16,567,856

売上総利益 3,371,128 3,307,617

販売費及び一般管理費 2,492,920 2,514,184

営業利益 878,208 793,433

営業外収益   

受取利息 22 5

受取配当金 5,679 16,083

その他 10,527 5,156

営業外収益合計 16,229 21,245

営業外費用   

支払利息 16,902 10,577

営業外費用合計 16,902 10,577

経常利益 877,534 804,101

特別利益   

固定資産売却益 18,833 5,513

特別利益合計 18,833 5,513

特別損失   

固定資産除却損 16,893 －

固定資産売却損 7 4

特別損失合計 16,900 4

税金等調整前四半期純利益 879,467 809,609

法人税、住民税及び事業税 270,060 237,334

法人税等調整額 11,619 23,244

法人税等合計 281,679 260,578

四半期純利益 597,787 549,030

親会社株主に帰属する四半期純利益 597,787 549,030
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 597,787 549,030

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11 △2,003

退職給付に係る調整額 5,581 7,090

その他の包括利益合計 5,569 5,086

四半期包括利益 603,356 554,117

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 603,356 554,117

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる損益への影響はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　投資その他の資産の「その他」には、次の非連結子会社株式が含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

非連結子会社株式 89,178千円 89,178千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 139,961千円

支払手形 － 96,690

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 175,523千円 167,882千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 132,122 15  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月６日

取締役会
普通株式 88,081 10  平成27年９月30日  平成27年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 132,120 15  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 88,080 10  平成28年９月30日  平成28年12月９日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　当社グループは、電設資材卸売業以外のセグメントの重要性が乏しく、財務諸表利用者の判断を誤らせる可

能性が乏しいと考えられますので、記載は省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 67円87銭 62円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 597,787 549,030

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
597,787 549,030

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,808 8,808

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 　該当事項はありません。

２【その他】

　平成28年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………88,080千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月９日

（注） 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月６日

田中商事株式会社

取締役会　御中

 

東　陽　監　査　法　人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高木　康行　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅山　英夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田中商事株式会
社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成
28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田中商事株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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